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１ 目的  

 

 宮城県における１５～１９㌧型の沖合底びき網漁業（以下，「近海底びき網

漁業」という。）は，イカ類（スルメイカ，ヤリイカ，ジンドウイカ）やタラ類，

などの水揚物を，鮮魚出荷だけではなく水産加工原料として供給する基幹産業

であり，本県沿岸地域の経済を支える必要不可欠な漁業である。 

 平成２３年３月の東日本大震災の発生時は，近海底びき網漁船（以下，「近底

船」という。）は沖合で操業中であったため漁船の被災は免れたものの，宮城県

内の魚市場を始めとする水産関係設備や漁業者の自宅・倉庫が甚大な被害を受

け，東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故により，これまでは宮城県か

ら福島県沖で操業を行っていたが宮城県沖の操業に限られ，加えて出荷制限や

風評被害のほか，地盤沈下などの影響で冷蔵冷凍施設や加工施設の復旧が進ま

なかったことから，十分な水揚げができない状況となっていた。 

その後，平成２７年９月に石巻では閉鎖型高度衛生管理型魚市場が全面供用

を開始し，現在，水産関係設備はほぼ震災前の水準に回復，水産加工業者も約

８０％が営業を再開し，宮城県内における原発事故による出荷制限も無くなっ

ているが，未だに宮城県沖合の限られた海域での操業を余儀なくされており，

加えて，従来の漁獲対象はイカ類やタラ類であったが、海洋環境の変化により

サバの漁獲が増大し対象魚種も大きく変化している。また，一部の国々では食

品の輸入規制が継続されるなど，原発事故に伴う宮城県水産物に対する風評は

未だ完全な払拭には至っていない。更に，十分に国民の理解が得られていると

は言い難い状況において，ＡＬＰＳ処理水の海洋放出が実行されれば新たな風

評被害の発生が懸念される現状にある。 

このような状況の下，がんばる漁業（福島県沿岸における生産回復型）を活

用することにより，関係する３団体・４地区・４計画が連携し，先ずは宮城県

沖と福島県沖の入会操業を再開・推進し，併せて更なる生産性の回復に取り組

み，福島県の漁業復興を応援しつつ地元水産業の復興を図りたい。 

 

＊関係３団体・４地区 

  宮城県沖合底びき網漁業協同組合・石巻（以下「宮城沖底」と称す。） 

  宮城県近海底曵網漁業協同組合・石巻（以下「宮城近底」と称す。） 

  福島県機船底曳網漁業組合連合会・相馬，いわき 

（以下「福島相馬」，「福島いわき」と称す。） 
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２ 地域の概要   

（１）石巻地域の概要 

 石巻市は，平成１７年４月１日に石巻市・河北町・雄勝町・河南町・桃生

町・北上町・牡鹿町の１市６町が合併し，県下第二の都市となっている。 

 当地区は，宮城県牡鹿半島の南西部，旧北上川河口に位置し，遠洋・沖合・

近海漁業の水揚港である石巻漁港があり，また水産加工業も極めて盛んなこ

とから水産物の全国的な供給基地として重要な役割を果たして来た（図－

１）。 

 昭和４９年（１９７４年），当時東洋一の施設を誇る石巻新漁港の開港を

契機に魚市場も現在地に移転し，従来の河口港の狭隘の悩みから解消され， 

大型漁船の出入りが増加した。しかし，昭和５２年の２００海里規制の実施

により，当地区の水産業は大きな打撃を受けることとなった。その結果，そ

れまでの遠洋・北洋魚種中心の水揚げから，イワシ・サバ・カツオ等の沖合・

近海漁業の水揚げへと移行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 震災前の石巻魚市場周辺  

 

 石巻魚市場における水揚量は，昭和６２年の４０万㌧をピークに減少，平

成２３年の震災前は概ね１２万㌧前後で推移し，また水揚金額についても，

昭和５７年の３３３億円をピークに減少，震災前は概ね１８０億円前後で推

移していた（図－２）。石巻魚市場で水揚げされた水産物により，水産加工・

流通などの関連業種を含め，裾野の広い地域産業が形成されていた。 

 また，震災前の石巻魚市場において，底びき網漁業が全水揚量のうち約 

２８％，全水揚金額のうち約３０％を占めていた（図－３）。 
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図－２ 石巻魚市場の水揚状況の推移（昭和５６年～）  

  

石巻魚市場全体 

底びき網 
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図－３ 石巻魚市場における漁業種類別の水揚量・金額割合（平成元年～）  

 

 しかしながら，平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴う津波

により，石巻魚市場をはじめ流通・加工施設や水産関連施設が壊滅的な被害

を受け，地域全体も地盤沈下し，漁港機能はもとより水産加工機能が一時的

に停止した。 

 その後，漁港や魚市場荷さばき施設は仮復旧により平成２３年７月１２日

から再開し，平成２７年９月１日には，水揚物の高度衛生管理に対応した閉

鎖型魚市場が全面供用を開始した（図‐４）。製氷能力，貯氷能力，凍結能

力，冷蔵能力もそれぞれ震災前と同程度まで回復するなど，水産業関連施設
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の整備は着実に進んでいる。加えて，水産加工業者も約８０％の企業が営業

を再開し，漁船漁業の受入体制も整いつつある。 

 その結果，近年の石巻魚市場における全体の水揚量は約１０万㌧と震災前

の約８割，水揚金額は１６０億円と震災前の約９割まで回復，底びき網漁業

による水揚量は約３．５万㌧，水揚金額は５５億円とそれぞれ震災前の約７

割まで回復した。また，石巻魚市場における全漁業種類の水揚げのうち，底

びき網漁業の水揚量は約２６％，水揚金額は約２８％を占めている（図－３）。 

 前浜水産物の水揚げ減少や復旧に要した借入金の返済などで経営環境の

悪化に苦しんでいる県下の水産加工業者からは，当該漁業の水揚げ回復に強

い期待が寄せられており，これら水産物を最大限活用し，地域水産業を早期

に復興させることが重要な課題となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 震災直後と現在の石巻魚市場周辺 
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（２）近海底びき網漁業 

 震災前の石巻地域における近底船は，禁漁期の７～８月を除く１０か月間，

宮城県沖から福島県沖の概ね水深 100～250m の海域を主な漁場とし，時期に

よっては高級魚であるキチジを狙って水深 500m 程度の海域で操業を行って

いた。 

主な漁獲物は，主にタラ類（マダラ，スケトウダラ）やいか類（スルメイ

カ，ヤリイカ，ジンドウイカ）が中心であった（図－５）。これらの水産物は，

鮮魚出荷のみならず水産加工原料として供給されており，地域経済の基盤と

なっていた。 

平成２３年３月の東日本大震災の発生時には，全船が沖合で操業中であっ

たため船の被災は免れたものの，宮城県内の魚市場を始めとする水産関係設

備や漁業者の自宅・倉庫が甚大な被害を受け，休業を余儀なくされた。その

後平成２３年９月から本格的な操業が再開した（表－１）。 

これまでは宮城県から福島県沖で操業を行っていたが，東京電力（株）福

島第一原子力発電所事故の影響により福島県沖での操業ができず，加えて出

荷制限や風評被害のほか，地盤沈下などの影響で冷蔵冷凍施設や加工施設の

復旧が進まなかったことから，十分な水揚げができない状況となっていた。 

その後，地元の水産関係者が宮城県石巻地区の水産業の復旧・復興に努め，

平成２７年９月に閉鎖型高度衛生管理型魚市場が全面供用を開始し，現在，

水産関係設備はほぼ震災前の水準に回復，水産加工業者も約８０％が営業を

再開し，放射性物質による出荷制限措置については徐々に解除が進められ，

宮城県沖合海域における当該魚種は皆無となっている。 

しかしながら，未だに宮城県沖合の限られた海域での操業を余儀なくされ

ており，加えて，従来の漁獲対象はイカ類やタラ類であったが，海洋環境の

変化によりサバの漁獲が増大し対象魚種も大きく変化している（図－５）。

また，一部の国々では食品の輸入規制が継続されるなど，原発事故に伴う宮

城県水産物に対する風評は未だ完全な払拭には至っていない。更に，十分に

国民の理解が得られているとは言い難い状況において，ＡＬＰＳ処理水の海

洋放出が実行されれば新たな風評被害の発生が懸念される現状にある。 
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表－１ 近海底びき網漁業者の被災・復旧状況 

 

  

被災状況（H23.3) 現在の状況(R4.12)

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

事務所・倉庫・家屋全壊 事務所賃貸・倉庫新築

ﾄﾗｯｸ･ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ流失 家屋新築移転ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ購入

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

事務所・倉庫・家屋全壊 事務所改修・倉庫新築移転

ﾄﾗｯｸ3台ﾘﾌﾄ2台全損 家屋改修ﾄﾗｯｸ･ﾘﾌﾄ新車購入

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

倉庫半壊・家屋全壊 倉庫改修

アパート半壊 アパート宿舎・事務所改修

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋・倉庫・事務所全壊 家屋改修・倉庫新築移転

事務所新築

震災後に事業を行った

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋・事務所全壊 家屋・事務所新築移転

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

倉庫全半壊 倉庫改修

震災後に事業を行った

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋・倉庫・事務所全壊 家屋改修・倉庫新築移転

事務所新築

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋全半壊・倉庫全壊流失 家屋改修・倉庫購入

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋・倉庫流失 家屋購入移転

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋・事務所倉庫全壊 家屋・事務所新築移転

倉庫縮小新築移転

漁具・漁網流失 漁具・漁網購入

家屋・倉庫・事務所全壊 家屋新築移転・倉庫新築

事務所移転

震災後に事業を行った

が

ん

ば

る

漁

業

参

加

船

(株)清正丸安海漁業 石巻

事業参加漁業者 地域

石巻(株)宝進丸

宮城製粉株式会社 石巻

被災内容
所属船名

鈴木　紘文 石巻

(株)福寿丸 石巻

第31観音丸

第35清正丸

第3福寿丸

第38明神丸

第18宝進丸

(有)カネジュウ安住漁業 石巻

石巻森　真一

(株)宝進丸 石巻

伏見　茂 石巻 第7稲荷丸

第23稲荷丸

第52稲荷丸

第23宝進丸

第15宝来丸

漁

船

リ

ー

ス

船

福島県沖合海域以南の操業制限全　船　共　通

石巻

女川(株)隼丸

安海　政博 石巻

髙橋　和己 塩竈

伏見　満

第3東洋丸

第53稲荷丸

第68隼丸

第17大栄丸
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図－５ 近底船の１隻当たり平均年間水揚量の魚種別割合 

※震災前は「サバ」は「その他」に含まれる。 
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震災後 
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３ 計画内容 

（１）参加者等名簿 

①協議会委員名簿 

 
②参加船名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事務局 

 

所属機関名 役　　職 氏　名

宮城県近海底曵網漁業協同組合 代表理事組合長 阿部　幸一

同　　上 理　　事 安海　良己

同　　上 理　　事 森　　智朗

同　　上 理　　事 森　　真一

同　　上 第三十一観音丸 鈴木　貴紀

同　　上 第三十八明神丸 吉田　伸一

石巻魚市場株式会社 代表取締役社長 佐々木茂樹

石巻市水産振興協議会 会　長 須能　邦雄

石巻魚市場買受人協同組合 理事長 布施　三郎

全日本海員組合　東北地方支部 東北地方支部長 高橋　雅幸

(社)全国底曳網漁業連合会 事務局長 郡司　　理

宮城県水産林政部水産業振興課 課　長 阿部　丈晴

石巻市 産業部水産課長 小野寺　宏晃

塩釜市 産業建設部水産振興課長 鈴木陸奥男

女川町 産業振興課長 阿部　清人

所属機関名 役　　職 氏　名

宮城県近海底曵網漁業協同組合 事務局長 佐藤あや子

同　　上 業務課長 加藤　明美

近底組合がんばる漁業参加船

事業参加漁業者 地域 船名 トン数 進水年

鈴木　紘文 石巻 第31観音丸 19 平成15年2月

(株)清正丸安海漁業 石巻 第35清正丸 19 令和3年4月

(株)福寿丸 石巻 第3福寿丸 19 平成22年6月

(株)宝進丸 石巻 第18宝進丸 19 平成3年8月

宮城製粉株式会社 石巻 第38明神丸 19 平成26年6月

伏見　茂 石巻 第7稲荷丸 19 平成2年1月

第23稲荷丸 19 平成10年5月

第52稲荷丸 15 昭和63年11月

(株)宝進丸 石巻 第18宝進丸 19 平成3年8月

森　真一 石巻 第15宝来丸 19 令和2年4月

髙橋　和己 塩竈 第3東洋丸 15 令和元年10月

伏見　満 石巻 第53稲荷丸 19 令和4年8月

(株)隼丸 女川 第68隼丸 19 令和4年6月

安海　政博 石巻 第17大栄丸 19 昭和55年7月

(有)カネジュウ安住漁業 石巻

漁

船

リ

｜

ス

船

が

ん

ば

る

漁

業

参

加

船
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（２）復興のコンセプト 

がんばる漁業（福島県沿岸における生産回復型）を活用することにより，

関係する３団体・４地区・４計画が連携し，先ずは宮城県沖と福島県沖の入

会操業を再開・推進し，併せて更なる生産性の回復に取り組み，福島県の漁

業復興を応援しつつ地元水産業の復興を図る。 

  

＜操業・生産に関する事項＞ 

Ａ  宮城県沖と福島県沖の入会操業の再開・推進等  

① 宮城県沖と福島県沖の入会操業の再開・推進  

・宮城沖底，福島相馬及び福島いわき地区と連携して宮城県沖と福島県

沖の入会操業を再開し，復興プロジェクトの成果を踏まえて徐々に入

会水域を拡大することを図る。 

・魚の来遊状況や，福島県関係地区との入会状況を加味しながら，福島

県沖で操業することとし，入船情報（隻数や船名）についてお互いに

連絡することで漁場を有効に利用する。 

② 福島県沖での漁獲物の宮城県内魚市場への水揚げ  

・福島県沖での漁獲物は福島県内と同様の基準で放射性物質検査を行い，

安全性を確保する。 

・福島県沖での漁獲物を宮城県内の魚市場において販売するととも

に，宮城県内における福島県産漁獲物の市場評価に関する情報収集

を行うことにより福島県水産業の復興を応援する。 

③ 福島県内魚市場への水揚げ 

・福島県沖の漁獲物の福島県内魚市場への水揚げについては，福島県関

係者からの要望を踏まえて，協議・検討・協力することとする。 

 

Ｂ  漁場や資源に応じた操業方法，操業体制の転換 

①   １４隻のグループ操業 

・１４隻をグループに分けて「宮城県北部，南部，福島県沖」の３区域

を各グループが交代しながら操業を行うことを基本とし，グループ編

成や操業水域は適宜資源状況や海況等によって判断する。また，往復

航行時の低速化によるコスト削減を図るとともに，魚市場及び買受人

等のニーズや資源状況により柔軟に漁場を決定することで，水揚げの

平準化と価格の安定化，漁獲圧の分散による資源の持続的利用を図る。 

・船団長及びグループ毎の代表船を置くとともに，組合に統括部門を設

置することで，指揮及び指導系統を構築する。 

②   若手乗組員の育成 
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・関係機関が開催する海難防止講習会や救急救命講習会等へ参加するこ

とにより，乗組員の安全意識を向上させるとともに，福利厚生の充実・

ライフワークバランスの向上に努め乗組員が働きやすい労働環境の

整備を図る。 

・休漁日に若手乗組員の網の修理等の技術講習を行うことにより，後継

者育成を推進する。 

 

Ｃ  付加価値を高めるための船上での取組 

① 曳網時間の削減（３時間→２～２.５時間） 

・漁獲物の高鮮度化のため，３時間としていた曳網時間を２.５時間以内

とすることを徹底する。 

 

Ｄ  需要に応じた供給体制の確立 

① 魚市場や買受人等との情報交換 

・宮城沖底，魚市場及び買受人等との情報交換を密にして需要に応じた

操業・水揚げ計画（年間・月間）を立てるため，７～８月の休漁期間中

に魚市場及び買受人等との協議の場を設置する。 

・安定した価格形成を図るとともに，魚市場及び買受人等における計画

的な購入や事前の人員配置等の決定に資するよう操業船情報（操業位

置，魚種，漁獲量等）を提供する。 

 

Ｅ  持続的な漁業のための資源保護 

① マダラの小型魚（マメマメ）の保護 

・マダラの保護（漁獲削減）を図るため，小型魚が多く分布する時期・

場所における操業を控えるとともに，マダラの漁獲量のうち小型魚が

２０％以上入網した場合には漁場（曳網水深帯等）を変更する。 

② 小型ケガニの保護 

・甲長 7cm 未満の小型のケガニの再放流を行う。 

③ キチジ・サメガレイの保護区 

・キチジ及びサメガレイの資源保護のため，保護区を設定する。 

④ 関係地区との連携 

・自主的な資源管理措置については，宮城沖底，福島相馬及び福島いわき

の関係地区と連携しながら推進を図る。 
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＜流通・販売に関する事項＞ 

Ｆ  付加価値を高めるための陸上での取組 

① 付加価値向上のため一部魚種での販売方法の検討 

・水揚状況，魚市場及び買受人等からの情報によって，タル出荷している

ケガニやヤリイカ，スルメイカ等の一部を箱詰め販売する。 

・ケガニやヒラメ，マアナゴについて単価の高い活魚出荷への転換を図

り，付加価値向上，高鮮度化，箱代等のコスト削減を図る。 

② 低・未利用魚種の販路開拓 

・カナガシラ，ナガヅカ，アカドンコ，オニヒゲ等の低・未利用魚につい

て，宮城沖底，魚市場及び買受人等と連携し，商品の開発，イベントの

開催，試食品の提供等を実施し，認知度の向上，販路拡大，単価向上を

図る。 

・宮城沖底，大学，水族館，魚市場及び買受人等と連携し，これまで利用

価値の低かった低・未利用魚を用いた加工品の検討・普及による有効活

用を図る。 

③ 石巻地区における底びき船のシンボル魚の選定 

・宮城沖底，魚市場，買受人，水産加工業者，観光業等と連携し，石巻地

区のシンボル魚（例えばキチジ等）の選定と宣伝に着手する。 

 

Ｇ  魚市場における衛生管理，販売促進等 

① 閉鎖型の高度衛生管理市場における鮮度・衛生管理  

・殺菌冷海水などの水環境や温度管理などにより鮮度管理や衛生管理が

徹底された閉鎖型の高度衛生管理市場により，漁獲物を高品質・高鮮度

で供給することで，魚価の安定・向上を図る。 

③  「みやぎ水産の日」等と連携した消費拡大 

・毎月第３水曜日の「みやぎ水産の日」，各種イベント及び宮城沖底と連

携した取組により漁獲物の普及を図り，認知度向上と消費拡大を図る。 

④   放射性物質検査への検体提供 

・従来実施してきた放射性セシウムの検査に加え，トリチウムの検査への 

検体提供に協力し，漁獲物の安全性を確保する。 
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（３）復興の取組内容 

大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

操業・

生産に

関する

事項 

 

 

宮城県沖

と福島県

沖合の入

会操業の

再開・推

進等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【震災前の状況】 

○宮城県沖から福島県沖で操業。 

 

【震災以降から継続している課題】 

○福島第一原発事故により操業は

宮城県沖合海域に限られている。 

 

○福島県産水産物の流通が震災前

の水準に回復していない。 

 

○福島県内では未だ水揚量が震災

前の水準に回復していない。 

 

Ａ－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県沖と福島県沖合の入会操業

の再開・推進 

 宮城沖底，福島相馬及び福島い

わき地区と連携して宮城県沖と福

島県沖の入会操業を再開し，復興

プロジェクトの成果を踏まえて

徐々に入会水域を拡大することを

図る。 

 魚の来遊状況や，福島県関係地

区との入会状況を加味しながら，

福島県沖で操業することとし，入

船情報（隻数や船名）についてお互

いに連絡することで漁場を有効に

利用する。 

 

福島県沖の漁獲物の宮城県内魚市

場への水揚げ 

 福島県沖の漁獲物は福島県内と

同様の基準で放射性物質検査を行

い，安全性を確保する。 

福島県沖での漁獲物を宮城県内

の魚市場において販売するととも

に、宮城県内における福島県産漁

獲物の市場評価に関する情報収集

を行うことにより福島県水産業の

復興を応援する。 

 

・震災後初めて福島県沖合海域で操業するこ

とにより，将来的に水揚量の増加が期待さ

れる。 

 

・福島相馬からの入会を受け入れることによ

って，福島県の水揚量回復を応援する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

・安全・安心な福島県産漁獲物の流通量を増

加させることにより，福島県の復興を応援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料集 

８ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料集 

８ページ 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

Ａ－③ 

 

 

 

 

福島県内への水揚げ 

 福島県沖の漁獲物の福島県内魚

市場への水揚げについては，福島

県関係者からの要望を踏まえて，

協議・検討・協力することとする。 

・福島県内への水産物の流通増加が期待され

る。 

 

資料集 

８ページ 

 

漁場や資

源に応じ

た操業方

法，操業

体制の転

換 

 

【震災前の状況】 

○宮城県沖から福島県沖で操業。 

 

【震災以降から継続している課題】 

○東京電力(株)福島第一原発事故

の影響により操業は宮城県沖に

限られている。 

 

○来遊魚種の変化により，資源の変

動 

に対して経営が不安定化してい

る。 

 

○燃油・資材価格の高騰などによる

操業コストの増加。 

 

○労働力不足により，乗組員の確保

が困難となっている。 

 

Ｂ－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ－② 

 

 

 

１４隻のグループ操業 

 １４隻をグループに分けて「宮

城県北部，南部，福島県沖」の３区

域を各グループが交代しながら操

業を行うことを基本とし，グルー

プ編成や操業水域は適宜資源状況

や海況等によって判断する。 

また，往復航行時の低速化によ

るコスト削減を図るとともに，魚

市場及び買受人等のニーズや資源

状況により柔軟に漁場を決定する

ことで，水揚げの平準化と価格の

安定化，漁獲圧の分散による資源

の持続的利用を図る。 

船団長及びグループ毎の代表船

を置くとともに，組合に統括部門

を設置することで，指揮及び指導

系統を構築する。 

 

若手乗組員の育成 

海難防止講習会や救急救命講習

会等へ参加することにより，乗組

員の安全意識を向上させるととも

・資源，需要に配慮し，柔軟な操業を行うこ

とで，コスト削減，漁獲圧の分散，漁獲物

の安定供給につながる。 

 

・近年の海洋環境の変化に伴い来遊魚種が変

化しているが,グループ操業による，計画

的な水揚げを実践することにより基準年

並みの水揚げが期待される。 

震災前：679 トン/隻 

基準年：586 トン/隻 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・働きやすい労働環境を確保することにより

若手乗組員の安定就労が期待される。 

 

 

資料集 

９ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料集 

９ページ 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

 に，福利厚生の充実・ライフワーク

バランスの向上に努め乗組員が働

きやすい労働環境の整備を図る。 

休漁日に若手乗組員の網の修理

等の技術講習を行うことにより，

後継者育成を推進する。 

 

 

 

・若手乗組員の技術向上支援を行うことで後

継者育成に繋がる。 

付加価値

を高める

ための船

上での取

組 

【震災後から継続している課題】 

○近底による漁獲物の品質向上と

鮮度向上が求められている。 

 

 

Ｃ－① 

 

 

 

 

 

曳網時間の削減（３時間→２～２．

５時間） 

 漁獲物の高鮮度化のため，３時

間としていた曳網時間を２．５時

間以内とすることを徹底する。 

・魚価の向上が見込まれる。 

 

 

 

 

資料集 

１０ページ 

 

 

 

需要に応

じた供給

体制の確

立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【震災前の状況】 

○近底による漁獲物は，全て魚市場

の背後の水産加工団地が受け入

れていた。 

 

【新たな課題】 

○冷凍冷蔵施設や加工施設の復旧

がほぼ完了する中，近底船による

水揚量の回復による安定供給が

求められている。 

 

○買受人の需要に応じた供給体制

の確立が求められている。 

Ｄ－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

魚市場や買受人等との情報交換 

 宮城沖底，魚市場及び買受人等

との情報交換を密にして需要に応

じた操業・水揚計画（年間・月間）

を立てるため，７～８月の休漁期

間中に魚市場及び買受人等との協

議の場を設置する。 

安定した価格形成を図るととも

に，魚市場及び買受人等における

計画的な購入や事前の人員配置等

の決定に資するよう操業船情報

（操業位置，魚種，漁獲量等）を提

供する。 

 

・関係者との情報交換を密にするとともに，

鮮度向上の取組みにより，全魚種において

単価が毎年１％ずつ増加すると期待した。 

 

・魚市場及び買受人等の計画的な購入や事前

の人員配置等の決定に資する 

 

 

資料集 

１１ページ 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

持続的な

漁業のた

めの資源

保護 

【震災前の状況】 

○大型魚と比較すると単価の低い

マダラやケガニの小型魚も水揚

げしていた。 

 

【新たな課題】 

○宮城福島の入会を再開・推進する

にあたって，自県船のみ自県の資

源保護に取り組んだとしても効

果は低いと思われる。 

Ｅ－① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ－② 

 

 

 

 

Ｅ－③ 

 

 

 

Ｅ－④ 

 

マダラの小型魚（マメマメ）の保護 

 マダラの保護（漁獲削減）を図る

ため、小型魚が多く分布する時期・

場所における操業を控えるととも

に、マダラの漁獲量のうち小型魚

が２０％以上入網した場合には漁

場（曳網水深帯等）を変更する。 

 

 

 

小型ケガニの保護 

甲長 7cm 未満の小型のケガニの再

放流を行う。 

 

 

キチジ・サメガレイの保護区 

 キチジ，サメガレイの保護区域

を拡大する。 

 

関係地区との連携 

 自主的な資源管理措置について

は，宮城沖底、福島相馬及び福島い

わきの関係地区と連携しながら推

進を図る。 

  

・マダラ小型魚（２５㎝未満）の保護により

大型の個体の水揚量が順次増加していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ケガニの小型個体（甲長７㎝未満）の再放

流に取り組むことにより，メスガ二を保護

するとともに大型の個体の水揚量が増加

していく。 

 

・資源の持続的利用が図られる。 

 

 

 

・同じ漁場を利用する宮城福島両県船が協力

することでより効果的な資源保護を実践

し，資源量の増加に繋がる。 

 

 

 

 

 

資料集 

１２ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料集 

１２ページ 

 

 

 

資料集 

１３ページ 

 

 

資料集 

１３ページ 

流通・

販売に

付加価値

を高める

【震災前の状況】 

○付加価値の高い活魚出荷への取

Ｆ－① 

 

付加価値向上のため一部魚種での

販売方法の検討 

・高鮮度化に伴う魚価の安定が期待される。 

 

資料集 

１４ページ 
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

関する

事項 

 

 

ための陸

上での取

組 

り組みを積極的には行っていな

かった。 

 

○低・未利用魚の付加価値向上が課

題だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ－② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ－③ 

 

 

 

水揚げ状況，魚市場及び買受人等

からの情報によって，タル出荷し

ているケガニやヤリイカ，スルメ

イカ等の一部を箱詰め販売する。 

ケガニやヒラメ，マアナゴについ

て単価の高い活魚出荷への転換を

図り，付加価値向上，高鮮度化，箱

代等のコスト削減を図る。 

 

 

低・未利用魚種の販路開拓 

 カナガシラ，ナガヅカ，アカドン

コ，オニヒゲ等の低・未利用魚につ

いて，宮城沖底，魚市場及び買受人

等と連携し，商品の開発，イベント

の開催，試食品の提供等を実施し，

認知度の向上，販路拡大，単価向上

を図る。 

宮城沖底，大学，水族館，魚市場

及び買受人等と連携し，これまで

利用価値の低かった低・未利用魚

を用いた加工品の検討・普及によ

る有効活用を図る。 

 

石巻地区における底びき船のシン

ボル魚の選定 

宮城沖底，魚市場，買受人，水産

加工業者，観光業等と連携し，石巻

地区のシンボル魚（例えばキチジ

・１年目以降に活魚出荷の割合を向上させる

ことにより，１隻あたり１６６千円の水揚

金額確保に繋げる。 

 

 

 

 

・資源の有効活用と水揚金額の増加が図ら

れ，認知度の向上，販路拡大，単価向上が

期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・キチジ等のブランド化及び宣伝に着手する

ことにより，魚価の向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料集 

１５ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料集 

１５ページ 

 

 

 

基準値 目標値

ケガニ 1,232.0 72.7 80.0 90.5 875 79,190

ヒラメ 1,527.8 73.4 80.0 100.7 421 57,761

マアナゴ 448.7 73.3 80.0 29.9 706 28,734

合計 165,685

魚種

活魚出荷
の割合（％） １隻あたり

増加数量(kg)

活魚と鮮魚
単価の差額
(円/kg)

増加金額
（円）

基準年の活魚
水揚量(kg)
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大事項 中事項 震災前から現在までの状況と課題 取組記号・取組内容 見込まれる効果（数値） 効果の根拠 

等）の策定と宣伝に着手する。 

 

 

 

魚市場に

おける衛

生管理，

販売促進 

【震災前の状況】 

○水産業は，石巻市，塩竈市，女川

町の基幹産業となっており，市場

機能の強化や，ブランド化の促進

など，水揚げから流通加工業まで

が一体となった構造改革が必要

だった。 

【新たな課題】 

○震災により落ち込んだ販路の回

復のため，消費拡大を図る必要が

ある。 

Ｇ－① 

 

 

 

 

 

 

Ｇ－② 

 

 

 

 

 

 

Ｇ－③ 

閉鎖型の高度衛生管理魚市場にお

ける鮮度・衛生管理 

滅菌冷海水の使用，電解次亜海

水を使用した床や器具の洗浄等に

よる鮮度・衛生管理を実施する。 

 

 

「みやぎ水産の日」等と連携した

消費拡大 

 毎月第３水曜日の「みやぎ水産

の日」，各種イベント及び宮城沖底

と連携した取組により漁獲物の普

及を図り，認知度向上と消費拡大

を図る。 

 

放射性物質検査への検体提供 

従来実施してきた放射性セシウ

ムの検査に加え，トリチウムの検

査への検体提供に協力し，漁獲物

の安全性を確保する。 

 

・鮮度管理や衛生管理が徹底された魚市場か

ら，水産物の供給を行うことで，魚価の安

定・向上が図られる。 

 

 

 

 

・漁獲物に対する認知度の向上と，消費拡大

につなげることにより，風評被害の影響を

緩和させる。 

・地産地消の取り組みに協力することで，県

内水産物の魅力や安全性を発信し,風評被

害の影響緩和に繋げる。 

 

・水産物の安全を確保し，新たな風評被害の

払拭に繋げる。 

資料集 

１６ページ 

 

 

 

 

 

資料集 

１７ページ 

 

 

 

 

 

資料集 

１７ページ 
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（４）復興の取組内容と支援措置の活用との関係 

① がんばる漁業復興支援事業 

 ・取組記号 ：Ａ～Ｇ  

 ・実施事業者：宮城県近海底曵網漁業協同組合 

 ・契約漁業者： 

 

 ・実施年度 ：令和５年度～令和１０年度 

    

 

  

事業参加漁業者 船名 船舶所有者 総トン数 漁船登録番号

鈴木　紘文 第31観音丸 鈴木　紘文 19 MG2-5670

(株)清正丸安海漁業 第35清正丸 (株)清正丸安海漁業 19 MG2-5825

(株)福寿丸 第3福寿丸 (株)福寿丸 19 MG2-5712

(株)宝進丸 第18宝進丸 (株)宝進丸 19 MG2-5667

宮城製粉（株） 第38明神丸 宮城製粉（株） 19 MG2-5785

伏見　茂 第7稲荷丸 伏見　茂 19 MG2-5677

第23稲荷丸 19 MG2-5614

第52稲荷丸 15 MG2-5824
(有)カネジュウ安住漁業 (有)カネジュウ安住漁業
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（５）取組のスケジュール 

① 漁業復興計画工程表 

 

 

② 復興の取組による波及効果 

 ・福島県からの入会を受け入れて福島沖底の生産量の回復を応援すると共

に，福島県沖合海域で漁獲した魚を，福島県内と同様の基準で放射性物

質検査を行うことで福島県産の漁獲物の安全性を県内外にアピールし，

福島の復興に繋げる。 

 ・宮城福島の沖底が各地域で実施している資源保護に連携して取り組むこ

とで，資源量の回復が促進され，水揚げの安定化が見込まれる。 

 ・水揚物の高鮮度化に向けた取組により，石巻地域の水産物のイメージア

ップや，当該水産物を取り扱う加工業者の品質向上に寄与し，流通量の

拡大が期待される。 

 ・収益の安定化を図りながら，若手乗組員の技術研修を行うことにより，

乗組員の定着率向上と持続的な経営に繋げる。 

 

 

  

大事項 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

漁獲物の付加価値を高めるための陸上での取
組
　　取組記号　F

魚市場における衛生管理，販売促進等
　　取組記号　G

流
通
・
販
売
に

関
す
る
事
項

操
業
・
生
産
に
関
す
る
事
項

持続的な漁業のための資源保護
　取組記号　E

中項目

宮城県沖と福島県沖合の入会操業の再開・推
進等
　　取組記号　Ａ

漁場や資源に応じた操業方法，操業体制の転
換
　　取組記号　B

付加価値を高めるための船上での取組
　　取組記号　C

需要に応じた供給体制の確立
　　取組記号　D
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４ 漁業経営の展望 

がんばる漁業（福島県沿岸における生産回復型）を活用することによ

り，関係する３団体・４地区・４計画が連携し，先ずは宮城県沖と福島

県沖の入会操業を再開推進し，併せて入会操業下での生産性の回復に取

り組み，福島県の漁業復興を応援しつつ，地元水産業の復興を図る。 

 

（１）宮城県近海底びき網漁業における生産回復の目標（１隻当たり） 

 

※震災前は「サバ」は「その他」に含まれる。     （単位：水揚量はトン）  

 

（２）生産回復の評価 

 

震災前の１隻当たりの水揚量は６７９トン，直近３年間の平均水揚量
は５８５トンで震災前の８６％まで回復しており，今後，関係地区との
連携により入会操業水域が徐々に拡大され，更なる漁場の有効利用を図
ることにより漁場の選択性が増すなど操業リスクの分散が可能となる。 

また，海洋環境の変化により対象魚種が大きく変化している状況に加
え，ALPS処理水の海洋放出による新たな風評被害の発生が懸念されてい
る中，宮城沖底，市場及び流通・加工業者と連携した供給体制の確立な
ど生産性の回復のための取組を行う。更に，入会操業の推進や，宮城県
沖底船の県内水揚げによる福島県産水産物の流通拡大などにより，福島
県水産業の復興応援に貢献するものである。 

  

単位：水揚量はトン

震災前の 復興

状況

現在 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

操業日数 248 186 186 186 186 186 186

操業回数 743 710 710 710 710 710 710

水揚量 679 585 585 585 585 585 585

(魚種別内訳)

 マダラ 219 74 74 74 74 74 74

 スケトウダラ 199 75 75 75 75 75 75

 ヤリイカ 19 47 47 47 47 47 47

 スルメイカ 112 36 36 36 36 36 36

 ミズダコ 31 31 31 31 31 31 31

 サバ 240 240 240 240 240 240

 その他 99 82 82 82 82 82 82
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（３）収支の状況（１隻当たり） 

 

【算定の根拠】 

○震災前の状況 

・水揚量，水揚金額は３か年（平成２０年～平成２２年），震災の津波による

データの流失を免れた３隻の平均値 

・人件費，修繕費，漁具費，その他の経費，保険料，公租公課，販売経費，

燃油代，一般管理費は３か年（平成２０年～平成２２年），震災の津波によ

るデータの流失を免れた３隻の平均値 

 

○本計画の基準値及び目標値 

基準値及び目標値は，直近３か年（令和元年～令和３年）に期間を通して

近底船として操業実績のある，５隻の実績を基に次により算出した。 

１ 水揚量 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値とした。 

 

２ 水揚金額 

基準値は，直近３か年の平均値とした。目標値は，需要に応じた操業や

付加価値向上に取り組むことで，買受人のニーズの把握や魚体の扱いの

改善によって，水揚金額が１年目から５年目まで毎年基準年の１％ずつ

増加することとして算出。 

 

●近底組合がんばる漁業　収支計画（案）

震災前の
状況

復興計画
基準値

復興
１年目

復興
２年目

復興
３年目

復興
４年目

復興
５年目

収入

水　揚　量 679 586 586 586 586 586 586

水 揚 金 額 102,538 114,794 116,108 117,267 118,438 119,621 120,816

経費

人   件   費 25,885 34,460 34,460 34,460 34,460 34,460 34,460

燃   料   費 24,786 26,223 26,223 26,223 26,223 26,223 26,223

修   繕   費 6,124 10,042 10,042 10,042 10,042 10,042 10,042

漁   具   費 2,073 4,387 4,387 4,387 4,387 4,387 4,387

そ　 の 　他 5,367 4,115 4,115 4,115 4,115 4,115 4,115

保   険   料 2,013 3,510 3,510 3,510 3,510 3,510 3,510

公 租 公 課 1,569 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168

販 売 経 費 4,663 5,659 5,805 5,863 5,922 5,981 6,041

一般管理費 13,116 17,339 17,339 17,339 17,339 17,339 17,339

支 出 合 計 85,597 106,904 107,050 107,108 107,167 107,226 107,285

償却前利益 16,942 7,891 9,058 10,159 11,272 12,396 13,530

　　　　　（単位：水揚量はトン、それ以外は千円）
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ケガニ，ヒラメ，マアナゴ 

・基準値は，直近３か年の平均値とした。目標値は，１年目以降に活魚

出荷の割合を８０％まで増やし，３魚種合計で 166 千円水揚金額を

増加させることとした。 

 

３ 人件費 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

   １隻当たり 給与 27,283 千円， 法定福利費 4,527 千円 

福利厚生費 2,019 千円， 食料費 630 千円 

合計 34,460 千円 

     

４ 燃油費 

・基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり 消費量 312KL 単価 84,048 千円/KL 

         燃油費 26,223 千円 

 

５ 修繕費 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり 10,042 千円 

 

６ 漁具費 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり漁具(網資材・ワープ・消耗品等)費 4,387 千円 

 

７ その他 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり 氷代，魚箱代，運送費，通信費等 4,115 千円 

 

８ 保険料 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり 3,510 千円 

 

９ 公租公課 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり 1,168 千円 
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１０ 販売経費 

基準値は，直近３か年の平均値から算出。 

目標値は，水揚金額に対し，魚市場販売手数料３％と問屋手数料２％の

計５％相当額を計上。 

 

１１ 一般管理費 

基準値及び目標値は，直近３か年の平均値から算出。 

１隻当たり 水光熱費，諸会費，支払手数料，事務用品等 17,339 千円 
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（参考）漁業復興計画の策定に係る地域プロジェクト活動状況  

実施年月日 協議会・部会 活動内容・成果 開催場所 

令和４年 

１１月１８日 

令和４年度第１回 

地域協議会 

復興プロジェクトの

設置等について 

石巻魚市場 

会議室 

令和４年 

１２月２７日 

令和４年度第２回 

地域協議会 

地域復興計画の検討 石巻市水産振

興センター 

会議室 

令和５年 

３月２日 

令和４年度第３回 

地域協議会 

地域復興計画の検討 石巻市水産振

興センター 

会議室 

令和５年 

４月１２日 

令和５年度第１回 

地域協議会 

地域復興計画の検討 石巻市水産振

興センター 

会議室  

 




































